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１．　は　じ　め　に
　中国経済社会の変革は，１９７８年１２月に開催された中国共産党第１１期３中
全会での経済体制改革方針の決定により始まった。改革開放下での「温飽」 １）
問題の解決が当面の課題であり，それは農業・農村における経済体制改革
による「豊かさ」の追求から始まった。しかし，その後の改革開放の進展
は，沿岸部の工業化を飛躍的に促進したものの，農村部における「豊かさ」
を必ずしももたらしたとはいえない。むしろ，近代化をとおして都市と農
村との経済的格差を拡大したといってもあながち誤りとはいえないような
現状となっている。
　こうした状況下での WTO 加盟による中国国内外経済への影響について
の見解はさまざまであるが，短期的に打撃を受ける分野もあるが，長期的
には中国経済のグローバル化を進展させ，「世界の工場」としての地位を一
層高めるなど，利益が大きいとする見解が多数を占め，WTO 加盟を否定
的にとらえる見解はほとんど見当たらない。
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 １）　衣食が足りることを指す
　しかし，中国の WTO 加盟は，中国の遅れた農業・農村の改革を加速さ
せ，その結果生じるであろう「雇用＝余剰労働力」問題の解決を避けて通
ることができない課題としているのであり，その課題解決に向けた方策を
検討するには，WTO 加盟が中国の農業・農村に与えた影響を的確に把握す
ることが不可欠である。
　そこで本論文は，その一環として，中国における主要農産物である穀物
の流通に対する現状分析を行うとともに，穀物流通が向かうべき将来の方
向についての予測を試みたものである。
２．　農産物流通制度の概況
　中国では，１９４９年に樹立された共産党政権が，集権的計画経済体制を目
指し，その基本内容の一部として，１９５３年末から，食糧，油糧作物，なら
びに綿花の生産から流通・消費に至るすべてを政府の厳しい管理下におい
た。このような農産物の生産，流通，消費に関する統制制度は，長期間に
わたって存続し，中国の農業・農村の発展のみならず，国民経済全体の成
長にも大きな影響を与えることになった。
　こうした制度は，基礎的食糧および主要工業原料農産物の供給逼迫を背
景に，国家工業化の資本蓄積条件を創出するために，大きな役割を果たし
た。しかし，同制度は理論的にも，現実的にも多くの問題点を抱えており，
１９７０年代末には，行き詰まりが明白であった。
　１９７８年末に中国共産党中央委員会は第１１期第３回総会を開き，従来の経
済政策の方針転換を決めた。これを契機に，中国は改革開放と呼ばれる時
期に入り，農業改革はその先頭に立たされた。
　本章では，１９７８年以降の穀物流通政策を六つの段階に分けて，各段階に
おける政策の概要と実際の穀物流通面への影響を説明していく。
２．１　　農村制度・農業生産体制改革期（１９７８～８４年）
　農民の農業生産インセンティブを高めることを主たる目的として，１９７８
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年１２月の中国共産党第１１期三中全会において大規模な農業・農村改革が打
ち出された。農業全般では，生産責任制の導入による集団農業から家族経
営農業への転換が図られた。穀物流通面では，穀物の政府計画買付価格を
１９７９年から２０％引き上げること，計画買付任務達成後の買付に適用される
超過買付価格は計画価格のさらに５０％の割り増しをすること（以前の割増
率は３０％），買付価格の引き上げ後も穀物配給価格は動かさないこと，農村
自由市場流通を奨励すること，などの政策がとられた。
　また１９７９年に，計画買付任務達成後の穀物を生産者が自由市場で販売す
ることが，文化大革命期以降初めて正式に許可された。この時点では県外
への販売は禁止されていたが，１９８３年には供銷合作社やその他商業組織の
穀物流通への参加が許可され，県・省を越えた輸送・販売も正式に許可さ
れた。さらに８４年には，その年の国家買付が開始されると同時に多様な流
通機関の市場参入が許可され，計画買付任務達成以前に穀物市場が開放さ
れることとなった。その結果，穀物の全国市場取引量は１９７８年の２５０万トン
から８４年には８３５万トンへと大幅に増加した。
２．２　　食糧契約買付制度の導入（１９８５～９０年）
　改革開放後も維持されてきた穀物に対する統一買付・統一販売制度は，
１９８５年に大きな転機を迎えた。すなわち統一買付制度が廃止され，食糧の
契約買付（「合同定購」）制度が導入されたのである。
　契約買付とは，国営食糧部門と農民が自由意思によって播種季節前にそ
の年に買い付ける（売り渡す）各食糧品目の数量，価格および基準品質に
関する契約を結び，その契約にしたがって収穫後に買い付ける（売り渡す）
方式のことである。契約買付の対象となる穀物品目は，米・小麦・とうも
ろこしと主産地の大豆のみであり，そのほかの食穀物品目の流通について
は自由化された。契約買付価格は，それまでの統一買付価格よりも３５％程
度高く設定されたが，統一買付任務達成後の超過買付価格に比べて１０％程
度低くなっている。
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　１９９０年以降，全国各地に食糧卸売市場が設立され，これら卸売市場は，
国家の直接統制の外にある食糧の地域間需給を間接的にコントロールする
手段として利用されるようになった。具体的には，１９９０年１０月に唯一の中
央政府所管卸売市場である中央食糧卸売市場が，河南省鄭州に設立され，
省間の小麦流通の調整を主たる機能として担うこととなった。この後，各
地に卸売市場が設立され，これら食糧卸売市場の役割は，単なる省間需給
調整に止まらず，食糧価格をコントロールするための買入および売却をす
る場として利用されていた。
２．３　　穀物統一買付・統一販売制度の改革と「保量放価」政策（１９９１～
９３年）
　１９９０年前後から食糧生産が増産に転じ，政府は農民の販売難に対処する
ため，保護価格による無制限買付を実施した。その結果，食糧買付におけ
る逆ざや負担は再び増加し，政府としてはこの財政負担を軽減させるため，
食糧流通改革を実施することが急務となった。そのため，１９９１年から都市
住民に対する食糧配給価格の大幅引き上げが実施された。政府は，食糧配
給価格を引き上げることで，食糧買付価格との間の逆ざやを縮小し，価格
補填に対する財政負担を軽減させることを目指したのである。
　食糧特別備蓄制度や食糧卸売市場を整備することによって食糧需給に対
する間接的コントロール手段を獲得したこと，さらに都市住民の配給価格
引き上げが混乱なく実施できたことをうけ，政府は食糧流通において画期
的な政策を打ち出した。それは「保量放価」と呼ばれる政策であり，その
具体的内容は以下の通りである。
　　政府は一定規模の食糧買付（全国で５０００万トン）を継続して実施す
るが，その契約買付を安価な公定価格での義務供出ではなく，自由市
場価格によって買付を実施する。ただし市場価格が政府の定めた保護
価格よりも下回った場合は，国営食糧企業が保護価格で農民から食糧
を買い付ける。
186― ―
修道商学　第　４７　巻　第２号
　　都市住民に対する配給制度は数量的には保留するが，価格は自由化
する。ただし市場価格が政府によって予め定められた最高限度価格を
上回った場合，国営食糧商店が配給数量の範囲内においては最高限度
価格で販売する。
　　従来，中央政府が直接統制していた配給用食糧の省間における過不
足分の調整については，各省の食糧部門が交渉によって売買契約を締
結するか，食糧卸売市場を通して売買することとする。
２．４　　穀物価格の高騰と省長穀物責任制の導入（１９９４～９５年）
　農業生産財価格の急激な上昇と，広東省を中心とする経済発展地域にお
ける穀物減産によって広東省の米価は高騰し，それを契機に１９９３年１１月以
降，全国の穀物価格は急騰した。このため政府は，省内での穀物需給の均
衡化と穀物市場の安定化を目的に，省長食糧責任制（「米袋子省長責任制」）
が１９９５年から正式に導入された。
　その具体的な内容は，穀物作付面積を安定させ，反収・穀物生産量増
産を実現する，市場管理を強化し，中央によって下された契約買付任務，
在庫任務，備蓄穀物買付計画や地方政府によって決定された市場買付計画
を順守する，国家規定に基づいて地方食糧備蓄とリスク基金制度を建設
し，当地における食糧市場に対して有効な調整・管理を実施できるような
システムを設立する，穀物主産地の省では，国家が規定する省間穀物調
整任務を遂行すると同時に，穀物商品化率を高める等である。
２．５　　食糧余剰発生期（１９９６～９９年）
　一時低迷していた穀物生産は１９９５年から再び増加に転じ，１９９６年には対
前年３８００万トンの大幅増産となり，中国の歴史上初めて穀物生産量が５億
トンを超えた。そのため，１９９４・９５年に高騰していた食糧の市場価格は９６
年から急落した。契約買付価格は，食糧増産を促進するために９７年まで毎
年引き上げられており，９８年以降は契約買付価格が市場買付価格を上回る
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逆転現象が発生している。そこで政府は，まず国家特別備蓄食糧を大幅に
積み増すことを決め，１９９６年度で２０８０万トン（前年度はわずかに２００万ト
ン）の買付を実施した。
　また国務院は，１９９７年７月に全国食糧買付販売工作会議を開催し，保護
価格による買付を促進するために以下の方針を決定した。各地でばらつ
きがあった保護価格について，契約買付価格を基準に全国で統一し，その
価格に基づいて無制限買付を実施する，国有食糧部門が保管する買付食
糧の過剰在庫分について，政府が利息と保管費を負担する，過剰在庫分
の食糧買付金額の利子補填については，品種や買付時期に応じて計算し，
保管費用については毎年１あたり０.０６元負担する。
２．６　　穀物流通自由化の再促進（１９９９年～）
　穀物流通政策に関する１９９９年以降の主要な公報としては，国務院「穀物
流通体制改革政策措置を一層完全化するための通知」（１９９９年５月）とその
「補充通知」（１９９９年１０月），国務院弁公庁「一部の穀物品種を保護価格買付
範囲から除外することに関する通知」（２０００年２月），国務院「穀物生産と
流通に関連する政策措置を一層完全化させることに関する通知」（２０００年
６月），国務院「穀物流通体制改革を一層深化させることに関する意見」
（２００１年７月）などが挙げられる。それらの公報に共通する政策としては，
農業・穀物生産構造の戦略的調整，保護価格による農民の余剰穀物購入，
穀物リスク基金の規模拡大，国家食糧倉庫の拡充，穀物買付チャネルの拡
大，国有穀物企業の改革促進などが挙げられる。ただし，これら広報は，
１９９８年の政策路線よりも一段と現状を追認し，穀物流通の自由化・市場化
に一層踏み込んだ内容となっている。
　しかしこのような穀物流通の市場化・自由化に向けた動きは，必ずしも
スムーズに進展しているわけではない。穀物消費地では食糧買付の完全自
由化が打ち出される反面，穀物主産地では保護価格による買付が政策的に
は依然として堅持されている。しかし穀物主産地は，概して経済発展水準
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が比較的遅れている地域が多く，保護価格による買付を実施する財政的基
盤が弱いという問題がある。また中央レベルや省レベルでは，穀物流通に
関する政策と経営の分離は完了しているものの県レベルでは，名前こそ糧
食局と糧油貿易総公司に分かれているが，実態的には同一のケースが一般
的である。
　穀物生産は中国農業の根幹であるため，農村の経済構造や農民の社会
的・経済的生活など様々な面と直結しており，それだけ穀物流通制度の改
革は根深い問題である。従って，穀物流通政策を考察する場合，中国穀物
流通全体の様態や中央政府による政策決定の内容に注目すると同時に，
個々の具体的な問題に対する分析の積み重ねが不可欠である。
３．　WTO 加盟後農産物流通に対する影響
　２００１年１１月に中国は正式に世界貿易機関（World Trade Organization）に
加盟した。
　その時，国内の多くの人々は「狼が来た！」と叫びながら中国の経済発
展が重大な衝撃を受けると考え，特に農業と自動車産業が大きな打撃を受
けると予測した。農業は中国経済の基礎と言われているが，国際競争力の
もっとも弱い産業でもある。WTO 加盟した時，農産物輸入関税率の低下と
関税割当額拡大を承諾したので，国内農産物市場と農業生産が大きな
ショックを受けるだろうとことが懸念されたのである。
　しかし，加盟後３年の間，国内経済は予測したような衝撃を受けず，
人々が心配していた農業と自動車産業はむしろ以前よりやや速い発展を成
し遂げている。
　WTO 加盟後，国内の農産物市場は国外農産物の輸入“大潮”に遭遇せず，
かえって連続二年間にわたっての輸出の大幅増加と貿易黒字を維持した。
２００２年，中国の農産物輸出額は，１８１．５億ドルで貿易黒字５６．９億ドルを実現
した。その中で穀物の輸出は１４８７．４万トン，純輸出は１１９８．４万トンであっ
た。２００３年，中国の農産物の輸出は２１４．３億ドルまで増加し，貿易黒字２５億
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ドルを実現した。穀物の輸出は２２００．４万トンで，純輸出は１９９１．７万トンま
で伸びた。２００４年，中国の農産物輸出は継続的に増加して２３３．９億ドルに伸
び，前年度に比べて９．２％増加した。しかし，国内経済の急速な成長と農産
物に対する需要の大幅上昇によって，４６．４億ドルの赤字となった。とはい
え，農業構造と農村経済政策の適時を得た調整及び「三農」 ２）問題を解決す
るための方針政策の実施によって，中国の農業は大きな打撃を受けなかっ
たといえる。農業成長率は６．３％で，穀物生産量は前年度に比べ９％増加し，
農民の一人当たりの純収入も６．８％増加して，１９９７年以来最も高い成長率と
なった。
３．１　　WTO 加盟後農産物に関する中国政府の承諾
　中国政府は WTO の「農業取り決め」に基づいて市場参入，国内保護，
及び輸出補助など主な面でさまざまな約束をした。
１）　関税引き下げに関する約束
　市場参入の面では，WTO 加盟の合意文書では関税引き下げについて３），
全品目を平均１７．５％（１９９８年）から２０１０年９．８％にまで引き下げ，そのうち
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 ２）　農業，農村，農民を意味する
 ３）　黄　 著「WTO 加盟後の中国市場」（蒼蒼社　２００２年）p ４９ 参照
表 ３_１　中国の関税引き下げ承諾
農産物平均（％）関税単純平均（％）年　　度
２１.３１５.６２０００年
１９.９１４２００１年
１８.５１２.７２００２年
１７.４１１.５２００３年
１５.８１０.６２００４年
資料出所：http://www.china.org.cn/chinese/zhuanti/ 
pinggu/４１４４５７.htm より参照
原出所：《 》
農産物を２２．７％（１９９８年）から１５．０％にまで引き下げることが約束されて
いる。中国は，２００２年１月１日から，関税法の改正によって，全譲許品目
の７３％に及ぶ５３００を超える品目の実行関税率を引き下げた。単純平均では
１２．０％にまで，そのうち農産品は１５．８％にまで引き下げ，WTO加盟時の約
束を達成した（表 ３_１） ４）。
２）　関税割当に関する約束５）
　WTO の規定によれば，WTO 加盟後，中国は農産物の輸入量を制限する
ことができない。そのため，中国政府は，小麦，とうもろこし，米，植物
油，砂糖など一部の重要な農産物について，もとの絶対的な割当額管理制
度を関税割当額管理制度に変えると約束した。関税割当額の開始初年度の
額は輸入国が交渉前の３年の輸入平均額あるいはこの３年の国内消費量の
３％に基づいて確定され，大きい方の数字を関税割当額とする。関税割当
額内の輸入に対し低い関税税率を実施し，関税割当額より高い部分に対し
高い関税を実施する。
　WTO 協定中の農業に関する協定（農業協定）においては，農産品に係わ
る輸入数量制限等の国境措置について，これを原則として関税に置き換え
ること（関税化）を要請している。中国は，その WTO 加盟に際し，従前
は輸入数量制限を行っていた農産品及び肥料等の一部について関税化を実
施し，関税割当の対象とすることとなった。関税割当の対象となる品目
（ここでは穀物だけ）及びこれらに係わる割当数量については表 ３_２ のと
おりである。
　農産品の関税割当の配分申請については国家発展計画委員会に対して行
われるべきこと，及び未消化の割当数量については年度途中で再配分を行
うことなどが規定された。
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 ４）　http://www.china.org.cn/chinese/zhuanti/pinggu/４１４４５７.htm より参照
 ５）　中国 WTO 加盟に関する日本交渉チーム著「中国の WTO 加盟――交渉経緯と
加盟文書の解説」（蒼蒼社２００２年）を参照
　また，関税割当の対象品目については，そのほとんどが同時に国家貿易
の対象品目ともされているところ，備考欄において，国家貿易企業を通じ
た輸入と民間主体を通じた輸入のそれぞれに係わる関税割当総量の配分比
が明記された。これらは，輸出関心を有する WTO 既加盟諸国の要請を背
景に，中国による関税割当の運用の透明性や予見可能性を高めることを意
図した措置であるといえる。
　農産物の輸入関税割当額管理制度の面で，中国政府は次のように約束し
た。
　　関税割当額の管理は透明で，予測できる，統一，公平，非差別のも
のでなければならない。国家発展計画委員会はすでに「農業の関税割
当額管理規則」を公に公開掲載して，社会から広く意見を求めた。
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表 ３_２　関　税　割　当　一　覧
備　　　考
最終 
年度
最　終　年　度初　年　度
関税番号
品　
目　
名
枠内 
税率
数量（トン）
枠内 
税率
数量（トン）
国家貿易比率：
９０％
２００４　１％
　６％
　９％
１０％
９，６３６，０００　１％
　６％
　９％
１０％
７，８８４，０００１００１１０００
１００１９０１０
１００１９０９０
１１０１００００
１１０３１１００
１１０３２１００
小　
　
　
麦
国家貿易比率：
７１％→６０％
２００４　１％
　９％
１０％
７，２００，０００　１％
　９％
１０％
５，１７５，０００１００５１０００
１００５９０００
１１０２２０００
１１０３１３００
１１０４２３００
と
う
も
ろ
こ
し
国家貿易比率：
５０％
２００４　１％長粒種
２，６６０，０００
短粒種
２，６６０，０００
　１％長粒種
１，６６２，５００
短粒種
１，６６２，５００
１００６１０１０
１００６１０９０
１００６２０００
１００６４０００
米
　９％　９％１１０２３０００
１１０３１４００
出所：「中国の WTO 加盟――交渉経緯と加盟文書の解説」（蒼蒼社　２００２年）p １５１ 
より
　　関税割当額は世界の統一管理基準を実施し，一般貿易と加工貿易を
問わず，関税割当額管理制度を適用する。
　　関税割当額は現在主に国営貿易の中で使われているが，今後は関税
貿易割当額を享受する貿易の中で非国営貿易の割合を逐次高める。
３）　農業政策
　　農業輸出補助金
　中国は，農産品に係わる輸出補助金を維持または導入しないことを約束
した。
　　国内助成
　WTO の農業に関する協定（農業協定）に基づく国内助成の削減約束につ
いては，まず，中国に適用されるデミニマス値６）が総生産額の８．５％とされ
た。このデミニマス値については，農業協定上は先進国については総生産
額の５％，開発途上国については１０％とされている。
　中国について，８．５％という独自の基準が設定された背景には，デミニマ
スの適用について中国が加盟交渉の過程で途上国並みの待遇を求めたのに
対し，米国やケアンズ・グループ諸国７）等が異議を唱えたとの事情がある。
　なお，同様の事情から，中国は，途上国に削減約束の対象外とすること
が認められる農業協定第六条２に規定される助成（一般的に利用可能な投
資や投入要素に係わる補助金等）について，これを交付する場合には削減
約束の対象に含めることを約束することとなった。
　一方で，中国の AMS８）の総額は，ゼロで約束された。これには，現状で
中国が行っている農産物の価格支持においては，その国内支持価格が国際
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 ６）　農業協定上，本来は削減対象となる助成であるが，小額であることをもって削
減対象から控除しうるものの上限値
 ７）　豪州，ニュージーランド，カナダ及び中南米，東南アジア等の農産物輸出国
１８ヶ国で構成。農産物貿易の急進的自由化を主張している。
 ８）　農業協定に基づく削減約束の対象たる助成合計量
価格よりも低い品目が多いなどの事情により，品目別の AMS が計算上は
マイナス値となることが関係している。これらのマイナス値となる助成に
ついてゼロとして積算し，上記のとおり８．５％に設定されたデミニマスを
適用することにより，中国の AMS 総額はゼロとすることとされたもので
ある。
３．２　　WTO 加盟前後農産物流通の比較
１）　WTO 加盟以前の主要農産物輸出入の動向分析
　１９８０年から９９年までの２０年間，食糧を純輸出入または純輸入した年はそ
れぞれ８年と１２年あった。この期間を通算しての年平均純輸入量は４７５万ト
ンにすぎず，国内生産量のわずか１．０１％に相当する。また，主要穀物の輸
出入動向をみると，それぞれが異なる様子であった。小麦は国内の膨大な
需要と低品質などの問題で，過去２０年間において輸出がほとんどなかった。
それに対して，輸入量は年平均では９００万トン余りもあった。中国の小麦は
国際市場ではまったく比較優位性を持たないのである。
　それと対照的に，米の輸出と輸入が同時に行われ，ほとんどの年に輸出
超過となっている。純輸出の規模は年度によって大きく変動するが，１９９８
年，９９年には２００～３００万トン余りという大量輸出が行われた。それでも，
米の純輸出量は国内生産量のただ１．５～２．０％程度である。貿易財としての
性格が非常に薄い米のことを考え合わせると，この輸出は注目に値するも
のである。黒竜江省などの米産地では非常に良質な米が安いコストで生産
され，将来国際市場でも十分に勝ち抜けていくだろうと目されている。ち
なみに，過去２０年間の年平均純輸出量は６６万トンである。
　とうもろこしは１９８３年まで純輸入であった。１９８４年以降，吉林省や山東
省などで連年の大増産が実現され，輸出の余裕が出てきた。１９９１年から９４
年までの数年間とうもろこしの純輸出量は１０００万トン前後にまで増えた。
近年，国内の消費構造の高度化に伴い，肉類など動物性カロリーの摂取が
増加し始めている。畜産業の発展，とくに家畜から企業化畜産経営への転
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換が急ピッチで進行しているため，栄養が豊富なとうもろこしなど良質の
飼料をより多く必要としている。国内市場の需要増により，これまで重要
な輸出穀物であるとうもろこしは今後その地位をさらに下げていくだろう。
中国はいずれとうもろこしを大量に輸入する時代に突入するとみられてい
る。
　１９８０年代後半から，広東，山東，福建など沿海地域の農村部では，郷鎮
企業の成長もあって，食糧生産の比較優位がほとんどなくなった。それに，
農業経営の選択的自由が拡大していること，生鮮食料品の輸出が交通イン
フラの整備や保冷技術の進歩などで実現可能となったことも加わり，旧来
の土地利用型の耕種農業を減らし，温室ハウスなどの施設農業，淡水養殖
（エビ，ウナギなど），畜産業のような収益性の高い分野に労働力，資本が
移動するようになった。はじめから輸出を目的とする生産は沿海地域を中
心に急速な拡大を続けている。
　肉類（豚，家禽，兎，牛の冷凍肉。生体の豚，家禽と牛の輸出が含まれ
ていない９））については，国内の消費増加と検疫上の問題などで輸出の拡
大は比較的遅い。１９９９年の輸出量は４０．６万トンで８０年の２．９倍しかない。純
輸入でみるならそれがもっと少ない。
　果物の輸出は１９９３に８０年代の最高水準に回復してからほぼ順調な拡大を
続けており，９９年には７２．６万トンへと，８０年の３倍にまで成長した。輸出
果物の５割強がオレンジと林檎によって占められている。水産物の輸出量
は１９８０～９９年の間で１１．２万トンから１３４．８万トンへと１２倍も拡大し，しかも
輸出量の拡大が近年加速する傾向が見られる。これは沿海部の養殖によっ
た部分が多いと思われる。ただし，果物と水産物の輸入量が輸出量とほぼ
同じ規模となっている。輸出入の同時拡大は比較優位論に立脚した生産構
造の調整を行った結果の反映であろう。
　最も注目すべきは野菜の輸出動向の変化であろう。１９９９年の野菜輸出量
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 ９）　例えば，１９９９年の生体の純輸出量は，豚１９６万頭，牛６５０００万頭，家禽約４５００万
羽であった。生体の輸出は大半香港向けである。
は２１６．７万トンに達し，８０年の３４．５万トンの６．３倍に相当する（年平均増加
率に直すと１０．２％となる）。１９９９年輸出野菜の内訳は，干椎茸など８１万トン，
ニンニク２９万トン，タマネギ・白ネギ１９万トンと，３品目が全体の６割を
占めた。近年，日本などの商社は沿海部農村で野菜の開発輸入１０）を進めて
おり，野菜の輸出拡大に拍車をかけている。中国は２０００年から農業構造調
整を本格的に開始している。農業構造調整の目標の１つは，沿海部で野菜
や花卉の栽培，畜産業，養殖業など資本集約・労働集約型の農業生産に重
点を移し，生産物の輸出拡大を促進しようとするところにある。
２）　WTO 加盟後主要農産物の貿易の動向
　２０００年以後穀物生産は過剰から不足に転じ，さらに貿易量は拡大してい
たこともあり，在庫率は急速に低下した。２００３年の穀物生産量は４億トン
を切ったことから，食糧政策は再び生産重視への政策に転換され，２００４年
の穀物生産は回復基調にある。しかし，充分な在庫を補うにはまだ至らず，
２００４年から穀物の輸入増加が顕著となった。２００４年１１月までに穀物の純輸
入量は４６０万トンを超えた。２００３年１１月までには１，６１６万トンの純輸出国で
あったことを考えれば大きな方向転換である。
　２００１年以後の農産物輸出入額の推移状況を表 ３_３ に示している。全体的
に２００３年から輸入額が輸出額を上回り，輸入超過となっている。穀物は
２００４年から輸入額が急速増えた。大豆の輸入額が年々増加している。安定
的に輸出超過となっているのは野菜，果物と水産物である。
　米：１９９５年と９６年以外の年では純輸出国であり，１９９８年純輸出量の３５０万
トンをピークに低下し，２００３年に再び２３６万トンまで上昇したが，２００４年の
１１月まで輸入が増え，純輸出量は１６万トンにとどまっている。２０００年以後
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１０）　中国で安い人件費や資材費を利用し，日本国内市場に供給するための生産を指
導する商社などの農産物輸入を指す。その際に，種子は日本から持ち込まれ，栽
培技術の指導も業者などによって細かく行なわれる。大半は業者と農家との契約
に基づいて生産されているようだ。
米生産減少の影響で，２００３年の後半から米価が上昇し始めた。２００４年始の
中央政府の「１号文件」によって再び生産重視の政策に転じ，米生産は回
復しているが，在庫を確保するため輸出量を減らす傾向となっている。
　小麦：従来小麦は純輸入作物で，純輸入量も１９９０年に１２５０万トンだった
ものが，２０００年に７３万トンまでに減少し，２００２年から純輸出に転じ，２００３
年に純輸出量は２００万トンを超えた。しかし，２００４年に入ってから輸入量が
増え，１１月までに輸入量は６６０万トンを超え，輸出量は１０４万トンと，再び
純輸入国に転じている。
　とうもろこし：USDA のデータによればとうもろこし在庫率の下落が穀
物の中で最も大きく，生産量は比較的に急速に伸びている一方，需要量も
大きく増え，さらにとうもろこしの輸出量が２００１年以後大きく増加したた
めと見られる。１９８４年以後，９５年を除けばとうもろこしは純輸出作物で
あった。しかしその変動が大きく，安定している輸出国と言えない状況で
ある。２００３年の輸出量は１，６３９万トンとこれまでのピークとなった。しかし，
２００４年に入ってから，在庫率の連続低下に加えて，１１月までにとうもろこ
しの輸入量は２，３６５万トンと急速に増え，逆に輸出量は１９８万トンしかなく，
２００３年の状況から一転した。
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表 ３_３　２００１以降の農産物輸出入（億米ドル）
水産物畜産物果物野菜食油綿花大豆穀物
輸入額
１８.８２０.２３.４０.８４.９０.７２８.１６.４２００１
２２.７２１.８３.８０.７１３.２１.８２４.８５.０２００２
２４.８３３.６５.００.７２７.４１１.９５４.２４.６２００３
２９.６３６.９５.５０.８３４.３３１.１６３.７２０.４２００４（１１）
輸出額
４１.９２６.４７.９２３.４０.７０.８０.８１１.０２００１
４６.９２５.７９.８２６.３０.６１.７０.９１７.２２００２
５４.９２７.２１３.７３０.７０.９１.７１.０２６.７２００３
６２.０２８.３１４.１３３.６０.６０.２１.４７.５２００４（１１）
住：２００４（１１）は１１月までの実行値である。
資料：農民日報　２００５．１．１８
　大豆：中国の食糧概念から見れば，大豆は自給率の最も低い食糧である。
１９９５年以後自給率１００％をきるようになり，１９９８年から急激に低下し，２００２
年以後自給率５０％以下となった。生産量の大幅な増加が見られない中，需
要の伸びによる輸入量の増加は絶えず増えている。１９９５年をさかいに輸出
と輸入が逆転し，以後純輸入国となった。大豆の輸入量が年々増え，２００３
年では２０００万トンの大台にのった。その間の輸出量は２０万トン前後で推移
し，純輸入国のすがたが定着しているように見える。需要量の急増には，
実際の需要の高まりがある一方，投機的な要素も絡み，需要をやや高く評
価されているようにも思われる。
　畜産物：中国で最も多く消費されている食肉は豚肉であり，次に多いの
は家禽肉，牛肉となっている。食肉はほとんど自給自足であり，自給率も
ほぼ１００％を達している。WTO 加盟後，畜産物の輸出に力を入れているが，
貿易面では検疫，衛生基準などのハードルも高いため，必ずしも輸出は伸
びていない状況である。特に近年の鳥インフルエンザなどの影響を受け，
食肉のうち輸出量の最も多い鶏肉の輸出が２００１年以後落ち込んでいる。豚
肉は２０００年以後大きく増えたが，２００３年の冷凍・チルド肉輸出量は２１万ト
ンであった。また，輸入はこれまでほとんどなかったが，１９９７年以後徐々
に増え始めた。これは，外食需要と見られている。食習慣の影響でこれま
で牛肉の消費が少なかったが，外食需要の高まりや食のバライティーが増
え，牛肉需要が高まりつつあり，生産量の増加と輸入の増加が見られたの
である。牛肉の輸入量はかなり少ない。金額ベースでは２００３年に畜産物の
輸入額が輸出額を超え，輸入超過となり，２００４年にはその差の広がりが見
られた。
　野菜：金額ベースでは野菜は有望な輸出農産物であり，恒常的な貿易黒
字を保つ輸出物である。２００３年野菜の輸出量は５５３万トン，金額３１億ドル，
農産物輸出額のうち野菜の占める割合は１４．３％，２００２年では１４．５％と，ほ
ぼ同水準である。野菜輸出量は年ごとに増えているが，輸出国での検査基
準の厳しさが増す一方，東南アジアなどの野菜輸出国との比較では，中国
198― ―
修道商学　第　４７　巻　第２号
産野菜の品質保証や農薬残留問題によって相対的に競争力が下がっている。
野菜貿易の特徴として，最大の輸出先は日本であるが，輸入に関する検査
基準の厳しさから他の市場の開拓はますます重要となっており，２００４年
１-８月まで対アメリカ輸出量は２０．７４万トン，昨年同期より３５％増えた。
また韓国向け輸出量は２７．２万トン，増加率は４８．９６％である。さらに，地域
毎に立地条件を利用した野菜の輸出増を図っている。例えば，黒龍江省で
はロシアへの野菜輸出が増えている（農民日報２００４．１２．１４）。リスクを下げ
るために貿易相手国の分散化の動きが徐々に鮮明になってきている。
３．３　　農産物流通に対する影響
１）　WTO 加盟後農産物の対外貿易
　WTO 加盟後，中国の農産物の関税は継続的に引き下げられ，輸入割当は
増加し，輸入農産物の価格も低下した。これに対応して，中国政府は積極
的な措置を用いて，中国の農産物の対外貿易の発展と，輸出と輸入の同時
的増加を図ることを保証した。
　WTO 加盟後の３年，中国は加盟時の約束条項に従い，農産物市場を開放
した。関税の引き下げの面では，小麦の割当を例にとると１１），２００１年の
７８８．４万トンから２００４年末の９６３．６万トンまで増加し，農産物平均関税率は，
２００１年の１８．８９％から２００４年末の１５．３５％まで引き下げた。しかし，綿花等
一部の大宗農産物の関税割当の輸入量が割当制限を大いに越え，２００４年農
産物の実際関税率は８％弱で，承諾の１５．５％より低かった（表 ３_４）。国内
保護面においても，中国は８．５％のデミニマスの採用をするよう約束した
が全部使い切れなかった。
　輸出補助金においても，中国は承諾通りに農産物に係わる輸出補助金を
導入しなかった。
　WTO 加盟後３年を経過，中国の農産物貿易総額は８４．２％伸び，年平均成
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１１）　中国世界貿易組織研究会著「中国 WTO 報告２００４～２００５」（経済日報出版社）
p １７１ を参照
長率は２８．１％で，２００１年の２７９．１億ドルから２００４年の５１４．２億ドルまで伸び
た。そのうち輸出は４５．６％伸びて，１６０．７億ドルから２３３．９億ドルまで，輸
入は約１．４倍伸びて１８８．３億ドルから２８０．３億ドルまで伸び，農産物における
対外貿易の面で大きな成果をあげた。２００４年，中国は世界農産物貿易第５
位の輸出国と並びに第４位の輸入国となった。
　輸入増が輸出増より大きいゆえ，WTO 加盟後３年の間，中国の農産物貿
易の全体的構造は，２００１年の４２．２億ドルの黒字から２００４年の４６．６億ドルの
赤字となった。綿花と食用油の輸入の持続的な増加及び２００４年穀物の輸出
の減少，輸入の急増が貿易赤字の主因である。
　WTO 加盟後においても強い競争力をもっているのは，３年間貿易黒字を
維持した野菜，果物などの農産品，水産物である。それに比べて穀物の貿
易は，加盟後初頭の黒字から赤字に転じた（図 ３_１）。２００２年と２００３年，国
際市場の価格が上昇したことによって，中国はとうもろこし，小麦と米の
輸出の大幅増加を背景に二年間続けて穀物の純輸出を維持し，２００３年の純
輸出は２００１年より２．７倍の増加となった。しかし，２００４年には逆転して輸出
が７８．２％と大幅低下し，輸入が３．７倍増加したものの，穀物貿易は前年度の
純輸出１９９１．７万トンから純輸入４９５．８万トンに転じた。
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表 ３_４　WTO 加盟後３年以来関税割当執行情況
米とうもろこし小　　　麦割　当　量年　　　度
３９９．０５８５．０８４６．８承 諾
２００２ ２３．６０．６６０．５実 際 輸 入
５．９０．１７．１使 用 率
４６５．５６５２．５９０５．２承 諾
２００３ ２５．７０．０４２．２実 際 輸 入
５．５０．０４．７使 用 率
５３２．０７２０．０９６３．６承 諾
２００４ ７６．２０．２７２３．３実 際 輸 入
１４．３０．０７５．１使 用 率
出所：「中国 WTO 報告２００４～２００５」p. １７１ より作成
原出所：税関の実際輸入統計のデータにより作成
２）　変化する農産物貿易の構造
　輸入の面において，アメリカはずっと中国の最大の貿易パートナーで
あった。中国の農産物輸入の急速な増加にしたがって，アメリカからの輸
入も急速に増加し，２００４年には２７％以上を占めた。最近の二年間において
は，大豆の輸入が急速に増加し，南米の農産物輸出大国であるブラジルと
アルゼンチンが中国の農産物輸入の第二と第三のパートナーとなった。
オーストラリアはもともとの二位から四位まで下がった。以上の４ヵ国に
加えカナダ，マレーシアとロシアからの農産物輸入の割合は，５年前の
６０％弱から７０％まで増加し，輸入相手国の集中度が高くなった。
　輸出の面においては，輸出市場が多元化的に発展し，市場のリスクを防
ぐ能力がある程度高くなった。日本，ヨーロッパ，香港とアメリカなどの
旧来市場の拡大を維持しながら，大洋州，南米州とアフリカなどの新興市
場の輸出も明らかに増加し，その増加幅は旧来市場を大いに越えた。しか
し，全体的にみたら市場は依然として集中的である。輸出相手国の輸出割
合をみると，日本の割合が一番高くてずっと３０％以上を維持し，香港，ア
メリカ及び韓国が１０％前後を占め，この４ヵ国と地区において全輸出の
６０％以上に達する。これら各国にドイツ，マレーシア，インドネシアを加
えれば，この７つカ国で７０％を占めている。
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図 ３_１　WTO 加盟後黒字から赤字に転じた穀物
単位：万トン
出所：「中国 WTO 報告２００４～２００５」p. １７３ より
３）　輸出企業の主体の交替
　中国の農産物の輸出企業の主体は，もともと国有の対外貿易企業であっ
た。しかし WTO 加盟後，中国の農業リーディング企業（言語：農業竜頭
企業）と非国有企業が農産物の輸出の成長を促す主導的力となった。２００３
年に至るまで，中国で農産物の輸出を行う企業が１．３万社くらいであったが，
そのうち大多数は輸出額が１００万ドル未満の小企業であった。輸出額が５００
万ドルを超えた企業は８３６社で，そのうち６０％は近年に創立された新しい農
業大手企業であった。
４．　農産物流通の課題及び提言～おわりにかえて～
　中国は社会主義市場経済を推進する過程のなかで，「三農」（農業，農民，
農村）問題に直面した。「三農」問題を解決する根本的な方法は都市化，工
業化と市場化を推進しながら都市と農村の二元的経済構造を変えることで
あって，これは長期的で艱難な過程が要るのである。農民の収入を増やす
ためは，農産物流通のコストを下げて農産物流通を発展させることが有効
的な方法だと思う。
４．１　　中国農産物の国内流通においての課題および対策
１）　中国の農産物流通の発展現状及び存在する問題
　中国の農産物流通は，常温流通あるいは自然流通が主な形式で，流通の
過程の中で農産物の損失が大きい。中国の果物，蔬菜等の農副産物の流通
過程での損失率は２５％～３０％である。しかし，先進国の損失率は５％くら
いであり，アメリカの果物を例にとると，製品は摘み取ってからずっと生
理需要の低温状態で保存されたまま消費者のところまで届けられており，
流通過程での消耗率は１％～２％しか占めてない。統計によると，中国の
農産物流通の費用は，相対的に高いといえる（表 ４_１）。
　表 ４_１にみられるように，農産物流通のコストを減らすことは農産物価
格を低下させる要となるところであり，この点に力点を置き農産物流通を
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発展させるべきである。現在，農産物流通を発展させる過程において，以
下の問題点が存在する。
　農産物流通の施設，設備が落後している。一つは，農村の交通網があ
まり発達していないことである。産地から都市へ，内陸から海上へ，車
から汽車へ至る連絡輸送の交通網がまだ形成されていないし，道路が整
備されていないところが多くて流通のコストを高めている。もう一つは，
輸送の過程の中で，輸送車両がほとんどオープンカーでばら積みをして
いる。冷蔵冷凍の設備が欠乏しているし，冷蔵用車が不足している。
　流通の専業化レベルが低く，まだ標準化されてない。現実の流通企業
は，取扱が「大きくて全面的」または「小さくて全面的」の状況にあっ
て生産，供給，販売の一体化が遅れ，専業化操作過程の効率が低く，コ
ストが高い。また，流通の標準化レベルが低く，各種の郵送方式の装備
標準に統一性がなく，操作過程が極めて複雑になり，コストが高くなる。
　農産物流通の情報化が完備されていない。中国の農産物流通の情報化
が落後していて，また情報の設備も完備されておらず保存，運輸，配送
がほとんど手作業で行われている。このため，有効的な調達と配置がで
きなく，取引先に対して追跡サービスも提供できない。さらに正確な情
報が足りなくて，農産物流通の盲目性をもたらしている。
　物流企業の管理水準，業務能力が後れている。大多数の物流企業は，
旧来制度下での物資流通企業から発展してきたため，業務内容としては
依然として倉庫の代理，保存管理，輸送と運輸という機能だけが含まれ
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表 ４_１
中　　国英　　国アメリカ国　 　別
２０～６０　８～２５１０～３２
流通費用が製品の価格
で占める割合（％）
蔬菜　３０～６０食品 ２５食品 ３２
流通費用の割合が高い
製品（％）
出所：『農村経済』２００５年　第２期　p. １９ より作成
ており，総合的な物流サービスが提供できる企業が少なく，第三方（専
門的流通企業）物流サービスの機能が有効的に発揮されていない。
　流通の発展において，全体的な企画力が欠乏している。部門間，地域
間障害が存在しており，空輸，鉄道，道路等の流通系統が分割運営され
ている。このような管理体制は，全国的な流通に対して，合理的に統一
して企画することを制約している。
２）　発展対策
　農産物流通のインフラストラクチャーの設備を大いに投入すべきであ
る。農産物流通のインフラストラクチャーの建設は，農産物流通基地
（穀物倉庫等）の建設と交通運輸条件と工具の改善等を含めている。
　専門的な流通サービスを発展させ，企画の標準化を強めるべきである。
現在ほとんどの流通活動は，生産または取引企業（第一方または第二方）
の相互間流通となっている。すなわち，非専門的企業が流通活動の主体
となっており，専門的流通企業（第三方）の比重はあまり大きくない。
第三方流通とは，労務の提供方と需要方以外の第三方が流通のサービス
を完成させる流通方式である。第三方流通は流通専門化の重要な形式で，
流通サービスの提供者として速くて，安全で，サービスのレベルが高く
て，コストが低いという特徴をもっている。政府は流通産業の政策を制
定する際に，第三方流通に注目すべきであり，必要な支援と政策特恵を
与えると同時に，国際貿易の要求に応じて競争能力を強め，流通業の国
際標準を採用させ，国際レベルに合わせた設備を普及させて，流通活動
の合理化を実現すべきである。
　農産物流通技術の研究開発を強化すべきである。強化すべき技術は，
まずは農産物の包装技術で，第二に農産物流通の冷凍と鮮度を保つ技術，
第三に農産物流通付加価値技術である。農産物の流通付加価値としては，
以下の五つを含めている。農産物の分類と分類包装して価値を付加す
ること，加工した農産物を小分け包装して価値を付加すること，農
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産物を配送して価値を付加すること，特種の農産物を運輸して価値を
付加すること，特殊の農産物の保存と管理を通して価値を付加するこ
と。
　農産物流通の情報化を速めるべきである。情報化推進を農産物流通の
効率を高めるポイントとして，市場情報のインフラストラクチャーの建
設を強化すべきである。生産者と販売者の間のコンピューターネット
ワークを実現して，資源と情報を共有し，流通過程の追跡，コントロー
ル，管理を行うべきである。
　政府は農産物流通を改善して良好な社会環境を創るべきである。政府
は農産物流通の過程及びインフラストラクチャーの建設を促進し，政府
の投資主体の地位を明確にして，土地，資金，税収等で特恵政策を提供
すべきである。同時に，政策法規の面においても，農産物流通市場化を
推進して，良好な競争環境が形成されるよう保障すべきである。
４．２　　WTO 加盟後農産物流通が直面した環境及び挑戦
１）　WTO 加盟後農産物流通が直面した環境
　農産物市場の開放水準
　WTO 加盟時，中国政府は農業の面において，さまざまな承諾をし，そ
れにともなって農産物市場を大幅に開放した。過度期のおわりが近づくに
つれて，WTO 加盟時の承諾をほとんど実行し，２００５年から農産物市場をさ
らに開放させた。関税の引き下げにおいて，農産物の平均関税水準は世界
平均水準の １/４ の１５．３％であって，実際使った平均関税は８％しかない。
　海外の農業貿易の保護政策
　農業政策は政治的に敏感であるゆえ，各国は農産物市場に格別な関心を
持っている。このため，中国の農産物輸出は，各国の高い保護と補助を特
徴とする国際農産物市場に直面せざるをえない。
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２）　対策
　農産物貿易の公平性の促進
　貿易摩擦に適切に対処する。中国は WTO 加盟国の一員として，貿易紛
争を解決するための WTO メカニズムを運用して，不公平な貿易と中国の
輸出製品に対する不合理な待遇を抑制する権利をもっている。これを運用
して，中国の農業と農民の利益を守るべきである。また，他の国，特に先
進国の貿易摩擦に対処する経験を勉強し，貿易紛争の解決に積極的に参加
すべきである。
　農産物輸出の促進政策を改善する。
　農産物の対外貿易の市場進入を拡大する。米，とうもろこし，大豆，
綿花等の農産物輸出の計画管理と輸出経営権の制限を廃止して，国際
貿易の経営権を所有するすべての企業を農産物の国際貿易に参与させ
る。輸出貿易の経営行為を政策で規範に合わせ，輸出の過程での悪性
廉価競争行為を防ぎ，中国農産物の国際的イメージを守るべきである。
　農産物輸出の税率を調整して，企業の輸出の拡大を奨励する。税金
の負担は，企業の農産物輸出の競争力に影響する要因である。現在中
国の初級農産物と加工既製品の流通段階で徴収している１３％あるいは
１７％の高い付加価値税と，輸出時払い戻される５％～１０％の低い税率
の構造を調整して，輸出農産物の払い戻される税率を高める同時に，
迅速に払い戻すべきである。
　以上，今後中国農産物が直面するであろう，若干の環境を指摘しその対
策を考察してきた。結論的にいえば，中国の農産物は輸出農産物の品質の
低さ，低次加工，関連政策の不十分という問題を早期に解決し，国際競争
力向上に一段と努力する必要があるということである。
　カギとなるのは，中国農産物の国際競争力を根本的に引き上げる措置を
取ることである。穀類など土地密集型で優位性を持たない農産物であろう
と，畜産物，野菜，果物など優位性を持つ産物であろうと，農業生産・流
206― ―
修道商学　第　４７　巻　第２号
通の生産性を高め，近代化を押し進めることによって競争力を高めてこそ
外国産農産物に対抗しうるのであり，国際市場競争に参入することができ
る。
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